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１．潮位利用の現状 

バルクキャリア等の大型船では、潮位を利用し

た入出港が一般的である。潮位の利用は、潮待ち

を発生させるが、より大きな喫水における入出港

が可能となる。図１に航路水深と最大喫水の関係

を示すが、航路水深に潮位を加えた値は、最大喫

水にUKC（Under Keel Clearance：余裕水深）を加

えた値に等しくなる。オーストラリア、アメリカ、

オランダ等では、UKCを気象・海象の予測値により

管理するシステムの運用により、潮位を有効に利

用した入出港が行われている。一方、我が国にお

いては、いかなる気象・海象条件においても、UKC

に最大喫水の約10%を求める、固定的な入港運用が

行われている。 
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図１ 航路水深と最大喫水の関係 

 

２．J-Fairwayを用いた入港運用 

J-Fairwayは、2007年に改訂された「港湾の施設

の技術上の基準・同解説」の第2区分航路諸元の照

査プログラムである。様々な船種・気象・海象条

件に対応して、必要航路幅・水深が算定できる。

航路の設計は、入港限界の気象・海象条件を用い

て算定する。しかし、通常の、より穏やかな航行

環境下においては、必要とされる航路水深は、入

港限界の状況に比べて小さくなる。そこで、波浪

及び潮位予測値を用いることにより、前もって航

路航行時に必要とされるUKCを算定すれば、航行の

安全性を損なうことなく、より大きな喫水におけ

る航行か、もしくは、潮待ち時間の減少が可能と

なる。 

 

３．有効性の確認 

5港湾（いずれも国際バルク戦略港湾の選定港）

において、現状で想定される最大級のバルクキャ

リアを対象として、J-Fairwayによる入港運用の有

効性を確認した結果が、表１である。従来の固定

的な運用に比べ、「UKC水深差」の分だけ入港喫水

が増加し、全積載量の概ね3%程度の追積可能との

結果であった。同じ喫水で、潮待ち時間を減少さ

せる場合には、航路航行時間の大幅な増加が確認

された。J-Fairwayを用いた入港運用により、既存

施設の有効活用が可能となることから、各港にお

いて、積極的な運用基準の変更検討が望まれる。 

 

表１ ケーススタディ結果（平成23年6月の2週間） 

UKC10% J-Fairway
14.0%   59.8%   
(3.4)    (14.4)    

56.5%   91.4%   
(13.6)    (21.9)    
83.0%   96.1%   
(19.9)    (23.1)    
77.7%   90.5%   
(18.6)    (21.7)    
43.8%   71.4%   
(10.5)    (17.1)    

名古屋 37      2,400   

志布志 35      2,300   

鹿島 60      9,000   

木更津 55      11,200   

港湾
航行可能時間率

（日当たり平均時間）
UKC
水深差
（cm）

追積可能
トン数
（MT）

小名浜 34      2,500   
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１．はじめに 

我が国の港湾の将来計画については、港湾法に

基づき港湾管理者が港湾計画を策定するが、この

港湾計画を策定する際に適合すべき方針となる

「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路

の開発に関する基本方針」（以下、「港湾の基本

方針」と呼ぶ）を国土交通大臣が定めている。そ

の中に、10～15年後の日本全体の港湾貨物量及び

コンテナ貨物量の見通しが示されており、平成16

年秋に変更された港湾貨物量の見通しが、平成23

年9月に変更された。その算定に国総研にて開発し

た予測モデルが活用されたので、その概要を示す。 

２．輸出入港湾貨物量推計モデルの概要  

輸出入港湾貨物量推計モデルは、日本をはじめ

とする世界の主要国・地域との貿易額を推計する

貿易額予測ブロックと、推計された貿易額をもと

に、港湾貨物量、コンテナ貨物量などを算定する

港湾貨物量算定ブロックの大きく二つに分かれ、

日本発着の港湾貨物量、コンテナ貨物量を推計す

るモデルである。（図ー１参照） 

貿易額予測ブロックは、①各国・地域での将来

の生産品の価格を将来の産業構造変化なども考慮

して予測する生産品価格予測サブモデル、②各

国・地域の各産業が必要な生産物をどこの国・地

域からどれだけ購入するかを推計する交易係数予

測サブモデル、③各国・各産業の将来の最終需要

をもとに、将来の各国・地域との貿易額、海上輸

送による貿易額を算定する輸出入額予測サブモデ

ルからなる。さらに、輸出入港湾貨物量算定ブロ

ックでは、海上貿易額をもとに、港湾貨物量や、

コンテナ貨物量を算定し、将来の日本発着の港湾

貨物量・コンテナ貨物量が算定される。 

図―１ 輸出入港湾貨物量推計モデルの構成 

３．港湾の基本方針への開発モデルの活用 

上記の輸出入港湾貨物量推計モデルをベースに、

平成23年9月に変更された港湾の基本方針の港湾

貨物量の見通しの推計にあたり、港湾局が設定し

た将来のGPDや為替をはじめとした各種のシナリ

オ設定に基づき、2020年、2025年の輸出入港湾貨

物取扱量、外貿コンテナ貨物量が推計され活用さ

れた。なお、港湾の基本方針の港湾貨物量の見通

しの検討にあたっては、図ー1の点線で記載した日

本の港湾で積み替えられる海外からのトランシッ

プコンテナ貨物量を加えるとともに、我が国の主

要港湾別のコンテナ貨物量予測を行い、将来の主

要港湾別のコンテナ貨物量を算定している。 
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《貿易額予測ブロック》

輸出入港湾貨物量推計モデル(日本全体の港湾貨物量予測）

《前提等》

《輸出入港湾貨物量算定ブロック 》

①生産品価格予測サブモデル：各国での品目別産業構造、資本・労働等の価格
変化を考慮し生産品価格を予測。

産業別の対象国・地域間貿易額 (海運，航空）

１．重量金額換算率
２．価格・数量（トン）換算率
３．コンテナ化率・トン/TEU
４．空コンテナ比率輸出入ｺﾝﾃﾅ貨物量、ｺﾝﾃﾅ個数推計

対象国・地域，産業分類

社会経済フレーム
（GDP，人口，ＦＴＡ，産業構造，為替等）

港湾施策の展開
(国際ｺﾝﾃﾅ戦略港湾 等）

②交易係数予測サブモデル：生産品価格に輸送コスト、関税を加えた購入品価格
を為替も考慮し算出．品目別に調達する国・地域の比率（交易係数）を予測．

③輸出入額予測サブモデル：各国・地域のGDP成長率に基づく将来最終需要、交
易係数をもとに、国・地域間貿易額予測．

輸出入港湾貨物量(コンテナ，バルク）

国際ｺﾝﾃﾅ貨物に関わる国内の港湾
選択ﾓﾃﾞﾙ （主要港湾別のｺﾝﾃﾅ貨物量
推計モデル）

ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟｺﾝﾃﾅ貨物算定ﾓﾃﾞﾙ
・日本を発着地としないコンテナ貨物
の我が国港湾での積替量予測

日本の主要港湾別ｺﾝﾃﾅ貨物取扱量

日本発着の港湾貨物量・ｺﾝﾃﾅ貨物取扱量
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将来見通しに関わる予測モデル開発
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